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「薬局の求められる機能とあるべき姿」の公表について 

 

 

 

医薬行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げま

す。 

近年の医療の高度化や高齢化社会の到来、医薬分業の進展等により、薬局及び薬剤

師を取り巻く環境は大きく変化しています。 

今般、厚生労働科学研究費補助金事業「薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査

とアウトカムの評価研究」（主任研究者：安原眞人・東京医科歯科大学医学部附属病院

薬剤部教授、一般社団法人日本医療薬学会会頭）において、近年の社会情勢の変化を

踏まえた望ましい形のかかりつけ薬局を推進するための指針として、別添のとおり、

「薬局の求められる機能とあるべき姿」がとりまとめられ、一般社団法人日本医療薬

学会にて公表されました。 

本報告書では、薬局・薬剤師に求められる機能に関する基本的な考え方として、 

①  最適な薬物療法を提供する医療の担い手としての役割が期待されている 

②  医療の質の確保・向上や医療安全の確保の観点から、医療機関等と連携してチ

ーム医療を積極的に取り組むことが求められる 

③  在宅医療において、地域における医薬品等の供給体制や適切な服薬支援を行う

体制の確保・充実に取り組むべきである 

④  医薬品や医療・衛生材料等の提供拠点としての役割に留まらず、後発医薬品の 
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使用促進や残薬解消といった医療の効率化について、より積極的な関与も求めら

れる 

⑤  セルフメディケーションの推進のために、地域に密着した健康情報の拠点とし

て積極的な役割を発揮すべきである 

⑥  患者の治療歴のみならず、生活習慣も踏まえた全般的な薬学的管理に責任を持

つべきである 

などを掲げた上で、薬局が備えるべき基本的体制及び薬学的管理の在り方について、

確保すべき又は取り組むべき項目を示しています。 

ついては、貴職におかれましては、貴都道府県における適切な医薬分業及びかかり

つけ薬局機能の強化のための取組の推進に当たって、本報告書の内容をご活用いただ

くとともに、貴管下薬局、その他の貴管内の関係団体に対して、周知いただきますよ

うお願いいたします。 

なお、厚生労働省では、かかりつけ薬局機能の強化のための取組の一環として、平

成26年度政府予算案に、全ての都道府県を対象として、「薬局・薬剤師を活用した健康

情報拠点推進事業」に係る予算を計上していることを申し添えます。 

 

【参考】 

本報告書は、一般社団法人日本医療薬学会のホームページにも掲載されています。 

一般社団法人日本医療薬学会「薬局の求められる機能とあるべき姿」の公表につ

いて  http://www.jsphcs.jp/cont/14/0107-1.html 
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近年の社会情勢を踏まえた薬局の機能について 

 

○ 医療の高度化・複雑化、少子高齢社会の進展に加え、院外処方率が 65%を超

えるなど薬剤師を取り巻く環境が大きく変化している中、医療の質の向上及

び医療安全の確保の観点から、薬局・薬剤師には、最適な薬物療法を提供す

る医療の担い手としての役割が期待されている。 

 

○ 平成 22年 3月に出された厚生労働省のチーム医療の推進に関する検討会報

告書においては、チーム医療において、薬剤の専門家である薬剤師が主体的

に薬物療法に参加することが、医療安全の確保の観点から非常に有益である

としている。その一方で、薬剤師が十分に活用されていないことを指摘し、

高度な知識・技能を有する薬剤師が増加している状況も踏まえ、薬剤師の活

用を促すべきであるとしている。また、薬局と医療機関が連携してチーム医

療を推進するためには、患者の状況に関する正確な情報が必要であり、相互

の情報共有が重要である。 

 

○ 平成 20年 6月に厚生労働省が出した「安心と希望の医療確保ビジョン」に

おいても、在宅医療における薬局の取組みについて、地域における医薬品等

の供給体制や、医薬品の安全かつ確実な使用を確保するための適切な服薬支

援を行う体制の確保・充実に取り組むべきとされている。 

 

○ また、薬局については、医療法に基づく医療提供施設として、調剤を中心

とした医薬品や医療・衛生材料等の提供の拠点（在宅医療の提供を含む）と

しての役割にとどまらず、薬物療法に併せて、後発医薬品の使用促進や残薬

の解消といった社会保障費の適正化にかかる観点での積極的な関与も求めら

れている。 

 

○ さらに、平成 25 年 6 月に閣議決定された日本再興戦略では、「薬局を地域

に密着した健康情報の拠点として、一般用医薬品等の適正な使用に関する助

言や健康に関する相談、情報提供を行う等、セルフメディケーションの推進

のために薬局・薬剤師の活用を促進する。」とされており、薬局は地域に密着

した健康情報の拠点として、セルフメディケーションの推進のために、一般

用医薬品等の適正な使用に関する助言や健康情報に関する相談、情報提供等

を実施することが求められている。 

 

○ 薬局は、当該薬局で購入される一般用医薬品や調剤した医療用医薬品につ



いて、個別に相談・助言を行うのみではなく、当該患者の治療歴に加えて患

者の健康食品等の摂取歴やその背景事情等を把握した上で、薬物療法を主と

したトータルな薬学的管理に基づいた助言等を行うなど、患者の薬物療法全

般の責任者としての役割を持つことが望ましい。 

 

○ その一方で、調剤を中心とした医療用医薬品の供給のみを行い、一般用医

薬品や衛生材料等の供給を担っていない薬局も増加し、また、医療機関の近

隣に薬局を設置し、特定の医療機関から発行される処方箋を応需することが

ほとんどであるいわゆる門前薬局も散見され、求められる薬局の姿と大きく

異なってきている。 

 

○ 以上のような近年の社会情勢の変化を踏まえて、改めて、薬局として求め

られる機能とその姿について、以下のとおりまとめる。 

  



薬局の求められる機能とあるべき姿 

 

１.薬局が備えるべき基本的体制について 

薬局は調剤や医薬品等の供給を通じて国民に対し良質かつ適切な医療を行

うよう努めなければならず、高齢化の進展等の社会情勢を踏まえると、次の事

項を満たすべきである。 

 

(1) 薬局が受けるべき許可等 

・保険薬局の指定のみならず、各種公費医療制度（自立支援、生活保護等）

による指定等を受けていること。 

・麻薬小売業者の免許、高度管理医療機器販売業の許可及び管理医療機器の

販売業・貸与業の許可を受けていること。また、毒物劇物一般販売業の登録

を受けていることが望ましい。 

 

(2)  薬局の開局時間 

・近隣の医療機関にあわせた開局時間では、地域における薬局としての必要

な機能を果たすことが困難であるため、患家(居宅)において薬剤管理指導業

務(以下「在宅薬剤管理指導」という。)を行う小規模薬局を除いて、原則と

して、薬局は、午前８時から午後７時までの時間帯に８時間以上連続して開

局していること。 

・開局時間以外であっても、緊急時等に対応できる体制として、休日・夜間

等における緊急時等の連絡先を患者に情報提供するとともに、自薬局で対応

できない場合には、他の薬局と連携し、休日・夜間等の対応が可能である体

制を整備していること。 

特に、在宅薬剤管理指導の充実を図る観点等から、個々の薬局における休

日・夜間等の緊急時等への対応の即応性を考慮すると、24 時間対応可能な

体制を整えることはより望ましいものと考えられる。 

 

(3) 医薬品等の備蓄 

地域のニーズに対応し、処方箋を円滑に受け入れることができるととも 

に、後発医薬品の積極的な使用の妨げとならないよう、必要な医薬品を備

蓄・供給できる体制を構築していること。 

・在宅医療で用いられる医療・衛生材料等の販売を行っていること。 

・介護用品の販売又はその購入希望者に対して販売先を紹介できる体制 が

整備されていること。 

・当該薬局に備蓄がなく、また、医薬品の卸売販売業者にも在庫がないため



即時納品ができない場合でも、近隣の薬局から調達できる体制を整備してい

ること。 

・第 1類医薬品を含む一般用医薬品（強心薬、解熱鎮痛消炎薬、総合感冒薬、

鎮咳去痰剤、鼻炎用内服薬、胃腸薬、整腸剤・止瀉薬、便秘薬、アレルギー

用薬、ビタミン薬、点鼻薬、点眼薬、うがい薬、シップ薬、殺菌消毒薬等）

を販売していること。（今後新設される要指導医薬品も同様の取扱いとする。） 

 

(4) 薬局が備えるべき構造・設備 

・十分な広さの調剤室を確保していること。 

・十分な広さの待合室を確保していること。 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）

に基づく建築物移動等円滑化基準に準じた構造であること。 

・服薬指導等における患者の症状や体調の確認等に伴い、それらの情報が他

の患者に漏れ聞こえる場合があることを踏まえ、同時刻に複数の患者が来局

することが想定される薬局においては、服薬指導等における患者とのやりと

りが他の患者に聞こえないようパーテーション等で区切られ、独立したカウ

ンターにおいて服薬指導等を行っていること。 

・薬局敷地内を全面禁煙とする措置又は受動喫煙の害を排除・減少させるた

めの環境づくり（分煙）がとられていること。 

・クリーンベンチ等、無菌調剤を実施できる設備を有していること(他の薬局

との共同利用も含む)。 

・業務に必要な最新の書籍やインターネット環境の整備、独立行政法人医薬

品医療機器総合機構による医薬品医療機器情報配信サービス（ＰＭＤＡメデ

ィナビ）への登録等、医薬品等の情報の収集・管理体制を整備していること。 

 

(5) 地域医療における役割 

・地域の医師会、歯科医師会、薬剤師会等と連携をとり、普及啓発活動や研

修事業など、地域保健医療に貢献していること。また、医療機関との間での

更なる情報共有に努めるとともに、薬局で得られた患者の服薬状況や副作用

の発現状況等の情報を医師等へフィードバックするよう努めること。 

・災害時への対応として、事前に地域の拠点薬局等と連携し、災害時の医薬

品等の供給拠点機能を果たせること。 

・地域の薬事衛生、環境衛生の維持向上のために実施されている各種事業に

参加していること。 

・不要な医薬品や使用済みの注射針の所有に伴う健康被害の未然防止及び廃

棄物の適切な処理の観点から、地方自治体と連携し、患者から、使用期限が



過ぎた医薬品や使用済みの注射針等の受入れ、回収等を行い、それらを適切

に廃棄していること。 

 

(6) 薬局の人的機能 

・勤務薬剤師が、調剤に伴う手技（無菌調剤に係る手技等）や技能の向上、

薬物療法の個別最適化、効果や副作用の確認等に必要な薬理学、製剤学、薬

物動態学、フィジカルアセスメント等についての最新情報の収集、医療を中

心とした社会保障制度等（医療、保健、介護、福祉等）に関する理解の向上、

又は来局者の臨床症状や相談内容から適切な一般用医薬品の選択や生活上

の指導を行うのに必要な能力の向上等、薬剤師としての業務内容の向上に資

する生涯学習に積極的に取り組んでいること。また、各種認定薬剤師・専門

薬剤師の取得をすることが望ましい。 

・薬局開設者は月 1 回以上の頻度で、勤務薬剤師に業務内容の向上に資する

研修等を受講させる機会を設けること。 

・薬局の管理者（管理薬剤師）はその薬局に勤務する薬剤師等を監督し、そ

の薬局の構造設備及び医薬品等の管理等を行う立場であることから、薬局業

務において５年以上の経験を有するとともに、薬剤師認定制度認証機構によ

り認証された研修認定制度による認定薬剤師又はそれと同程度の認定を持

っている者であること。 

 

２.薬局における薬物療法（薬学的管理）の実施について 

薬局は国民が自由に選択するものであるが、患者の薬物療法（薬学的管理）

については、患者との信頼関係を構築し継続的に実施するとともに、次の事項

に取り組んでいるべきである。 

 

(1) 薬学的管理 

・副作用の発現状況や期待される効能の発現状況の確認を行い、薬学的見地

から処方せんを確認し、医師に対し疑義照会を行うとともに、薬剤の変更

や減量等の提案を行っていること。 

・特に、緩和ケアにおける医薬品の適正使用の確保も念頭に、麻薬・向精神

薬が処方されている患者に対しては、薬学的管理とともに、残薬の適切な取

扱方法も含めた保管取扱い上の注意等に関し必要な指導もあわせて行って

いること。 

・飲み忘れ、飲み残し等による残薬を確認していること。 

・飲み残し等が生じていることが確認された場合には、当該残薬の使用期限

等を確認した上で、新たに調剤する当該医薬品の量を減量する等、残薬を解



消するよう取り組んでいること。なお、その際には、残薬が生じる原因を考

察し、患者への服薬指導や疑義照会の上、薬剤の変更を行う等の対処を併せ

て行い、その過程の記録を残していること。 

・一定期間を超える長期処方について、薬学的管理を充実させる観点から、

処方内容を分割し調剤するなどにより、定期的に、服薬状況、薬物療法の効

果、患者の副作用の発現状況の確認等を行っていること。 

・お薬手帳の積極的な活用等、患者のアドヒアランス向上への取組みを行っ

ていること。 

・一般用医薬品の販売の際には、購入される一般用医薬品のみに着目するの

ではなく、購入者の薬物療法の治療歴や医療用医薬品の使用状況、その背景

事情等を把握した上で情報提供を行い、必要に応じて医療機関へのアクセス

の確保を行っていること。なお、医療用医薬品を調剤する際には、一般用医

薬品の使用状況等を把握した上で行うべきであることは、いうまでもない。

（今後新設される要指導医薬品も同様の取扱いとする。） 

 

(2) 在宅医療への取組み 

在宅薬剤管理指導を実施していること。 

・在宅薬剤管理指導の実施が可能である旨掲示するとともに、患者や地域住

民に対して広報を行い、また、近隣の医療機関、介護事業者、自治体に周知

を行っていること。 

・在宅薬剤管理指導に当たっては、他職種との情報共有を行うなど、連携し

て在宅医療の実施に取り組んでいること。 

・在宅薬剤管理指導の実施に当たっては、その業務量に鑑み、薬剤師一人に

つき、一日当たりの患者数が過剰な人数にならないよう、適切な人数までと

するべきである。 

・退院し、居宅における医療を受ける患者で、在宅薬剤管理指導を受ける必

要がある場合には、退院時に医療機関の薬剤師から、患者の薬剤使用歴、処

方設計の背景事情、服薬状況等、退院後に在宅薬剤管理指導を実施するため

に必要な情報提供を受けるよう努めること。 

 

(3) 後発医薬品の使用促進 

・薬学的管理に併せて、社会保障費（医療費）の適正化の観点から、患者に

対し、後発医薬品の理解普及を図り、使用を積極的に促進していること。 

・「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ」（厚生労働省）を

踏まえて、調剤される医薬品に占める後発医薬品の数量シェア（※）が６０％

を超えていること。 



※後発医薬品の数量シェア＝［後発医薬品の数量］／（［後発医薬品のある先

発医薬品の数量］＋［後発医薬品の数量］） 

 

(4) 健康情報拠点としての役割 

・地域住民が日常的に気軽に立ち寄ることができるという薬局の特性を活か

し、薬局利用者本人又はその家族等からの健康や介護等に関する相談を受け、

解決策の提案や適当な行政・関係機関(当該地域の市役所等の相談窓口、医

療機関、保健所、福祉事務所、地域包括支援センター等)への連絡・紹介を

行っていること。 

・栄養・食生活、身体活動・運動、休養、こころの健康づくり、飲酒、喫煙

など生活習慣全般に係る相談についても応需・対応し、地域住民の生活習慣

の改善、疾病の予防に資する取組みを行っていること。 

・薬剤師が医療・保健・福祉・介護等に関する知識を十分に有するよう、介

護支援専門員など、各種資格を取得することが望ましい。 

 

(5) その他の備えるべき機能 

・薬事法第 77条の 4 の 2第 2項に基づき、医薬品等に係る副作用等の報告を

行っていること。 


